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特集論文 

大学教育とキャリア 

――経営・経済学からのアプローチ―― 

 

堀籠 崇（新潟大学創生学部） 

 

本稿の目的は，教育経済学のフレームワークを借用して，現在のわが国における大学教育にまつわる変

化を考察し，その問題点を明らかにするとともに，今後の大学教育における経営学教育の可能性を探るこ

とにある。その一助として学生主体のキャリアイベント実践を振り返り，得られた成果と課題を明らかに

する。本稿が明らかにしたのは，大学教育を取り巻く外部環境の変化との影響力関係により大学入試の在

り方が変化し，従来わが国において「シグナリング論」的なものとして機能していた大学教育は「人的資本

論」的に機能するものへと変化を余儀なくされてきているということである。そこでは大学の存在意義に

向けた本質的な問いに帰結する，「出口部分」のねじれと，「入口部分」「出口部分」間のミスマッチが存在

しているが，この問いを読み解くヒントは経営学の在り方とその教育に見出せることを指摘した。学生主

体のキャリアイベント実践より，協働体験を通じた経営学的知識体得の一方で，主体的な学びの難しさも

明らかとなったが，それは教育サービスの消費性の増大，すなわち教員が学問の面白さ，奥深さを伝えて

いく，いわばアクティヴ・ラーニング（Active Learning）ならぬ，アクティヴ・ティーチング（Active Teaching）

によって解決できる可能性を明示した。 

キーワード：人的資本，シグナリング，入試選抜，科学性，実践性，アクティヴ・ティーチング

 

はじめに 

新潟大学創生学部有志により，高等教育段階におけ

る初年次教育について，キャリア意識との関係性の側

面からアプローチする研究プロジェクトが始動した。

当該研究プロジェクトは，専門を異にする複数の研究

者による多面的な考察が期待されていることから，経

営・経済学をバックボーンとする筆者に与えられた役

割として，本稿では，現在の大学教育を経営・経済学

的な視角からどのように捉えられるのかについて整理

した上で，当該研究プロジェクトの最初の試みである

学生主体のキャリアイベント実践を振り返ってみたい

と考える。 

教育の経済効果―教育は投資か消費か 

教育の問題を考えるに際して，経済学が提示する有

用なフレームワークとして「教育の経済効果」がある。

そもそも経済学には「教育経済学（Economics of 

Education）」なる研究領域が存在するが，「教育の経済

効果」は，そのベースとなるフレームワークであると

いっても過言ではない。「教育の経済効果」とは，教育

サービスを，「人的資本」たる人間に対する「投資」あ

るいは「消費」として捉え，その財としての意味や効

果を分析・検討するものである。ここで「投資」ある

いは「消費」と表現したが，その違いは大きい。すな

わち「投資」は，その財・サービスの購入にあたり，

そのこと自体目的となるものではなく（その購入から

直接的に効用が得られるわけではない），将来に期待さ

れる収益を得るための手段となるものである。一方，

「消費」であれば，そのこと自体が目的となる。すな

わち，ある財・サービスを消費するといった場合，そ

の財・サービスの購入者は，自らの効用を高めるため

にそれを購入するということである。 

人的資本論とシグナリング理論 

では，果たして教育は，投資と消費のいずれにあた

るのだろうか。「教育経済学」において一般的な考え方

は「投資」である。古くはBecker（1975）の「人的資

本論」によって展開されたアプローチであり，教育を

通じて人間の知識や技能は向上し，労働生産性の向上

につながるというものである。Becker（1975）によれ

ば，教育が人々の収入あるいは生産性に与える影響と

して，大卒者における教育の個人的収益率は，その他

の層に比べて高いという。しかしながら厳密に考える
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とこの結果は，大卒者がその他の層と比較して，その

後の人生において高い収益を得ていることを示してい

るにすぎず，真に高等教育そのものの効果といえるの

かについては疑問が残る。いい換えれば，もともと能

力の高い人間が大学に進学している（学歴が良い）に

すぎないのではないかという問いである。 

この問いに対する回答の一つとして，Spence（1974）

を中心に展開されたシグナリング理論というアプロー

チがある1。これは端的にいえば，教育は優れた人的資

本であるということを証明するシグナルにすぎないと

いうものである。実際，最新の教育経済学研究領域の

成果として，大学の「質」は，そこで教育を受けた卒

業生の賃金に影響を与えていないという結果も提出さ

れており，シグナルとしての教育という考え方は一定

の説明力を有しているといえよう（Nakamuro and Inui，

2013）。 

当該理論に基づく，教育（学歴）というシグナルは，

他方で企業の側からみればスクリーニングとしての機

能を果たす。すなわち，企業にとって望ましい能力を

備えた人材であるかどうかを判断することは非常に困

難であり（情報の非対称性の存在），より正確な情報を

入手するためにはコストがかかる。そのため企業は，

人材の採用にあたって，具体的にどんなことを学んだ

のかなどは二の次として，手っ取り早く学歴をシグナ

ルとして活用した採用を行うということである。 

いずれにせよ，こうした「人的資本論」「シグナリン

グ理論」の2つの考え方は，教育の効果をめぐって大

きな相違があるものの，教育を「投資」として捉える

点では一致している。 

教育主体/目的アプローチ 

こうした議論に対して，教育需要の主体と目的とを

整理した興味深いアプローチがある（小塩，2003；以

下本稿では，このアプローチを教育主体/目的アプロー

チと表記する）。そもそも，ここまで述べてきた各々の

学説がその基礎に据えている教育の収益率という概念

について，これが意味を持つためには，本来，教育の

費用負担者と収益享受者が一致している必要がある。

しかしながら少なくとも日本における高等教育の現状

を見ても明らかな通り，教育をめぐっては，これを受

ける者（子ども）と受けさせる者（親）とは厳密に分

離しており，後者が前者の費用（教育サービスを需要

                                                        
 

1 当該理論は，後述する「スクリーニング」の機能に重きをおいてスク

リーニング仮説とも呼ばれる。 

するにあたって生じる諸々の費用）を負担している構

図が一般的である。教育主体/目的アプローチは，こう

した状況を踏まえて，「教育は投資か消費か」という教

育経済学における命題について，教育を受ける者のみ

ならず，教育を受けさせる者も教育需要の主体と見な

すところからスタートする。そして，それぞれに教育

目的として投資的である場合と消費的である場合とを

整理して，現実の教育サービスの状況を説明する（図

1）。いわば教育主体/目的アプローチは，教育サービス

を状況適合的（Contingency）に捉えるアプローチとい

うことができよう。 

 

図1教育需要の主体×目的マトリックス 
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出所：小塩（2003）p.48 

 

上記の教育主体/目的アプローチによれば，教育サー

ビスは以下のように整理される2。第一に「本人の投資

としての教育」は，まさに人的資本論が想定するよう

な教育である。すなわち，自らの将来のために自ら学

費を賄い，教育サービスを需要するパターンである。

大学卒業後にキャリアアップを目的として，自身の業

務遂行上役立つ能力を身につけるために大学院へ進学

する場合などがこれにあたる。 

第二に「本人の消費としての教育」は，教育を受け

る本人が，教育を受けたことによって，仮に将来にわ

たって直接的に役立つ成果のようなものが得られなく

とも，教育を受けること自体に喜びを感じて教育を需

要するパターンである。このパターンは，定年後のサ

ラリーマンが，純粋な知的好奇心から社会人大学院生

として大学院で学ぶような場合が想定される。 

第三に「親の投資としての教育」は，親が子どもに

教育を受けさせる（費用負担する）にあたって，その

こと自体からは何らの喜びも得ておらず，将来に期待

2 以下，教育主体/目的アプローチについての記述は，小塩（2003）に依

拠している。 
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される，何らかの見返りのための手段として教育を受

けさせる行為が妥当する。実のところ，このパターン

は日本の教育において最も一般的な形態であるものの，

その行動を経済合理性で説明することは難しい。なぜ

ならば，通常の投資であればリターンがセットとなっ

ているが，このパターンでは，特殊な場合を除き3，そ

うした金銭的な見返りは期待されてはいないためであ

る。それは，将来，子どもが立派な社会人として自立

することや，不自由のない幸せな暮らしをおくること

などに親としての喜びを感じるような，いわば「親心」

あるいは「親としての愛情」とでも表現されるような

ものに起因するものなのかもしれない。いずれにせよ，

このパターンでは教育は目的ではなく，手段となって

いることがポイントである。 

最後に「親の消費としての教育」は，Veblen.（1899）

がいうところの「誇示的（衒示）消費（Conspicuous 

Consumption）」4とみなしうるような教育のパターンで

ある。このパターンは，あたかも貴金属やアクセサリ

ーを身にまとうような感覚で，一般にはなかなか進学

できないような難関校やブランド校に自分の子どもを

通わせているということに喜びを見出すような状況で

ある。 

                                                        
 

3 例えば，老後のための貯蓄などせずに子どもの教育に支出し，後年自

身の老後の面倒を見させるような場合があるかもしれない。 
4 誇示（衒示）的消費は，Harvey Leibensteinの消費者需要理論に関する

論文において，Veblen（1899）の主張にちなみ，ヴェブレン効果

（Veblen Effect）と呼ばれたことでも知られる。 

大学教育の変化を考える 

ここまで，教育を捉える目としての教育経済学の知

見について紹介してきた。以下，これらを拠り所にし

て，今日の大学教育の変化について検討してみたい。 

学力概念の転換 

わが国の高等教育研究をめぐっては，トロウ（1976）

の「高等教育の構造＝歴史理論」5をひいて，「日本の

現状を分析しないままにユニバーサル段階に入ったと

強調するだけの語りが多すぎる」との批判もあるが（矢

野，2015，p.27），現実にわが国の高等教育が「大学全

入時代」（図2参照）に直面して大改革の最中にあるこ

とだけは確かである。 

その背景には，少子高齢化に伴う生産年齢人口の減

少や人工知能（AI：Artificial Intelligence）に代表される

科学技術の進歩，グローバル化の進展など，多様な要

因がある。本稿に課せられた課題の範囲を超えるため，

ここでその詳細に立ち入ることはしない。しかしいず

れにせよ重要なことは，わが国の社会経済状況の変動

に伴い，企業および職業の在り方も大きく変化する中

5 米国の社会学者であるトロウ（Trow）が提唱し，喜多村が図式化し

た，高等教育の構造と発展段階に関する理論モデルであり，同一年齢

人口に占める大学就学率15％までがエリート段階，15～50％がマス段

階，50％超をユニバーサル段階とされる。 
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で，社会（あるいは企業）が求める人材（そしてその

資質・能力）もまた変化し，それに対応した教育が求

められてきているということである。 

一方で，大学以前の段階における教育のあり方も変

化してきている。すなわち，2007年の学校教育法改正

を契機とする，新しい時代に必要とされる資質・能力

としての「学力の三要素」6の育成である。1970年代ま

での知識偏重型教育（詰め込み教育）への反動として

提起された「ゆとり教育」は，学力低下論争を引き起

こし，「ゆとり教育」か「詰め込み教育」かの対立的な

議論へと進展した。学力の三要素はこれらの議論を収

束させる形で提示されたものであり，いわば学力概念

の転換を象徴するものである。 

大学入試と就職試験―現実の不整合性 

こうした大学教育を取り巻く外部環境の変化は，と

りわけ大学入学者選抜（以下，大学入試）のあり方と

直接的な影響関係にある。 

大学入試の選抜機能がきちんと働いていたかつて

の時代であれば，その大学を評価（＝卒業生の評価）

するにあたって，選抜の厳しさ（＝大学入試の難易度，

予備校が公表しているような大学偏差値ランキング）

を代理変数として判断することも，あながちおかしな

ことではなかったのかもしれない。つまり，その人間

                                                        
 

6 学校教育法第三十条2「生涯にわたり学習する基盤が培われるよう，

基礎的な知識及び技能を習得させるとともに，これらを活用して課題

を解決するために必要な思考力，判断力，表現力その他の能力をはぐ

くみ，主体的に学習に取り組む態度を養うことに，特に意を用いなけ

ればならない」との規定より，学力の三要素は，①基礎的な知識・技

の社会的評価において，大学でどんな経験をして，何

をどの程度学び，どんな資質・能力が身についたのか

などは二の次として，どこの大学を卒業したのかこそ

が重要視される状況である。しかし既述のような，少

子化＝18 歳人口の減少および大学進学率の上昇によ

って，「大学全入」といわれるような状況が顕在化して

くるに至って，現在の大学入試はもはや選抜機能を喪

失しつつある。 

こうした状況の下，大学入試は，高等学校教育，大

学教育と一体的に「高大接続」という形でその改革が

進められている。高等学校教育改革については既に述

べた通り，学力概念の転換をベースとして，学習指導

要領の見直し，学習方法・評価の改善が進められてお

り，大学教育改革については， 3ポリシー（ディプロ

マ・ポリシー，カリキュラム・ポリシー，アドミッシ

ョン・ポリシー）に基づく大学教育の質的転換が図ら

れている。いずれも「大学全入」時代を迎えて，従来

大学入試における「選抜機能」が果たしていた役割を

埋めようというのが要諦である。したがって大学入試

は，「高大接続」改革において，高等学校教育改革と大

学教育改革とをつないで推進していく意味でも最重要

な役割を果たす。 

大学入試改革7の要点として，具体的には 3 点ある。

①大学入試センター試験にかわる，大学入学共通テス

能，②思考力・判断力・表現力等の能力，③主体的に学習に取り組む

態度とされる。 
7 大学入試改革の方向性については文部科学省大学審議会（2000）参

照。 
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トの新設，②「読む・書く・聞く・話す」の英語4技

能評価を企図した，英語の民間資格・検定試験の活用，

③従来型の各大学の個別選抜「一般入試」「AO 入試」

「推薦入試」の改革，以上である。特に③は，高等学

校段階での学力概念の変化を踏まえ，これを総合的・

多面的に評価するとともに，各大学は自らの大学の特

色を示して，多様な人材と大学とのマッチング（高大

接続）によって，当該大学でしっかり学ぶことのでき

る学生を確保することが求められる。  

片や企業の側からみれば，現在は日本的経営8といわ

れるものが十分に機能していた時代とは異なり，長期

的な視点に立った人的資本の蓄積を行えるだけの余裕

はなくなっている。グローバル競争のうねりの中では，

将来自社の中核を担いうる人材として，新卒の新入社

員を自前でじっくりと育てることは難しく，汎用的な

能力を備えた人材について外部労働市場を通じた調達

を余儀なくされる9。近年企業が求める具体的な人材像

について，帝国データバンク（2017）の調べによれば，

「専門的スキルを持っている」（6位）を抑えて「意欲

的である」（1位）や「コミュニケーション能力が高い」

（2位）が上位にある（表1参照）。なお同様の結果は，

新卒者の選考に焦点をあてた日本経済団体連合会

（2017）の調査にもあらわれている（図3参照）。 

                                                        
 

8 終身雇用・年功序列・企業内労働組合を三本柱とする日本的経営の特

徴については，アベグレン，ジェームス・C.［山岡洋一訳］（2004）を

参照。 

その一方で，学生の属性や特徴に対して何かしらの

フィルターをかけて採用活動を行っている企業は厳然

と存在する。アイデム（2017）によれば，何かしらの

フィルターがあるとした企業は調査回答企業の 46.5％

に上り，その内訳としては，回答が多かった順に「学

部・専攻」43.8％，「学歴・学校名」37.6％，「性別」21.9％

となっている（図4参照）。 

 

さて，以上をまとめよう。大学教育を取り巻く外部

環境の変化に伴って，大学入試の在り方が変化してき

ている。これは，従来わが国では，大学教育の「入口

部分」としての入試「選抜機能」がきちんと働いてい

ることを前提として，教育サービスが「シグナリング

論」的なものとして機能していたのに対して，大学教

育前段階での学力概念の変化とも連動しつつ，多様な

人材と大学とのマッチング（高大接続）を通じて「人

的資本論」的に機能するものへと変化することが余儀

なくされてきているということである。他方でその変

化は，企業における企業内教育機能の低下を背景に，

大学教育の「出口部分」である就職活動（企業の求め

る人材像）の側面から要請されているものでもある（図

5参照）。 

問題はそうした出口部分からの要請が，いわゆる

9 この点については，非正規雇用の増大など雇用形態の変化と関連し否

定的に捉えられる向きもあろう。 
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「学歴フィルター」（＝大学教育におけるシグナリング

としての期待）が厳然として残存するなか，上乗せす

る形でなされてきているという点にある。このことは，

以下のような事態を引き起こしている。やや俗ないい

方になるが，一般論として，大手受験予備校などが公

表している大学偏差値ランキングにおいて，上位に位

置する大学は「研究大学」として専門性の高い教育を

展開し，逆に下位に位置する大学は「教育大学」とし

て，実社会に直接的に活かせるような汎用的能力の育

成や資格指導などに力点をおいた教育を展開している
10。すなわち「学歴フィルター」から零れ落ちる大学こ

そ，昨今の企業が求めているとされる能力をはぐくむ

ような教育を志向しているというねじれが生じている

のである11。 

 

さらにこのことは，大学教育の入口部分との関係で

いえば，大学教育への期待について一貫性を欠く結果

をも引き起こしている。すなわち，入口部分と出口部

分とで微妙なミスマッチが存在しているということで

ある。 

これらの問題は結局のところ，大学の存在意義に向

けた本質的な問いに帰結するものである。そして，結

論を先取りしていえば，筆者はこの問いを読み解くヒ

ントが経営学の在り方とその教育に見出せるのではな

いかと考えている。そこで以下，経営学の現状ならび

に現在の経営学教育を確認し，この問いを読み解くヒ

ントを探ってみたい。 

                                                        
 

10 大学の機能分化は，2000年代初頭より国の高等教育政策方針として文

部科学省中央教育審議会を中心に議論，提言がなされているところで

あり，特に人材養成に関して近年は「世界をけん引する人材養成」

「高度な教養と専門性を備えた先導的な人材養成」「具体の職業やス

キルを意識した教育を行い，高い実務能力を備えた人材養成」の3類
型で議論が進んでいる。 

大学の原点と学問としての経営学 

―その科学性と実践性 

今日「総合大学」と訳されるuniversityを語源から紐

解けば以下のとおりである。「ラテン語のuniversitas（ウ

ニヴェルシタス）に由来し，もとは『組合，ギルド』

を意味していた。これはラテン語で『一つ』を表すunum

と『方向』を表すvertoとが結びついてできた言葉であ

り，『一つの目的に向かう共同体』を原義とする。そこ

から，universitas は特に『学生と教師の共同体

（universitas acholarium et magistrorum）』を指し，やがて

『大学』を意味するようになった…成立当初の大学に

は，今日の大学のような教室や図書館や食堂などの施

設は何もなく，あるのは学生と教師の共に学びたいと

いう情熱だけであった」という（野家，2015，pp.96-97）。 

成立初期段階の大学において教授されたものは，

「『自由人』たる市民が人格形成をするのにふさわしい

理性的学問」としての「自由学芸（Liberal Arts）」と，

もとは職人階層の手仕事を表す「機械技術（Mechanical 

Arts）」である。そして成立後の大学の歴史は，まさに

機械技術の実践的有用性と自由学芸の精神性にかかわ

る価値秩序の揺れ動きの歴史であった12。 

 さて，こうした大学の原点をいわば科学性と実践性

の狭間における揺らぎとして顧みた時，まさにそうし

た揺らぎに苦悩しながら進展してきた経営学を大学教

育において展開することに，大きな意義が見出される

のである。 

日本における経営学の展開と経営学教育 

経営学は，「その誕生から100年以上経ちながら，経

営学の対象と方法についても，したがってまた，この

学がいかなるものであるかの理解・意義についても，

共通認識が形成されてはいない」（池内，2017，p.8）と

いわれ，「学」そのものに対する歴史研究が現在も強い

存在感を放つ，非常に特異な学問領域である。加えて

日本の経営学は，諸外国の影響を受けつつ独自の進展

を遂げてきた状況がある。Normativeな要素も内包する

ドイツの経営経済学と，Pragmaticなアメリカ経営学と

を融合する形で進展してきた日本の経営学は，その科

11 実際，ランキング表上，上位の大学と下位の大学のホームページにア

クセスすると，外部に向けてアピールしている教育内容・項目におい

て，顕著な違いを実感できるが，この点についての厳密な調査・分析

については今後の課題としたい。 
12 その経緯は（野家，2015，pp.99-105）を参照。 
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学性と実践性の狭間で苦悩を抱えている。 

経営学の方法について，藤井（2017）は，「自然科学

に範を求める『科学主義』，そこから派生してくる『実

証主義』に基づく『経営学』を求める姿勢」…『［科学

的］実証研究』が経営学の『主流』の座に着くという

転換」（pp.22-23）があり，「なし崩し的に『実証研究』

へ急激に傾斜していった日本の様相」（p.24）が見られ

ると述べるとともに，日本の経営学においてメジャー

な学術誌である『組織科学』掲載論文の傾向から，実

証研究への傾斜傾向を明らかにしている（表2）。 

 
表2 『組織科学』掲載論文における研究方法の傾向 

 計 理論 定性的実証 統計学的手法 

1980-84 121 /6 70（57.9%）/4 35（28.9%）/ 1 16（13.2%）/ 1 

1985-89 116/16 68（58.6%）/9 33（28.4%）/ 2 15（ 9.4%）/ 5 

1990-94 123/28 67（54.5%）/6 44（35.8%）/12 12（ 9.8%）/10 

1995-99 112/35 60（53.6%）/5 31（27.7%）/ 9 21（18.8%）/21 

2000-04 104/33 32（30.8%）/3 54（51.9%）/17 18（17.3%）/13 

注 1）/のあとに太字で示されているのは自由論題論文のカテゴリー毎の掲載本数で

ある。 

注2）「理論」は学説を扱ったもので，諸理論のサーベイに基づいて概念的枠組みを構

築しようとするものを含む。「定性的実証」は事例に基づく実証に加えて，単純な統

計数字に基づく実証研究を含む。「統計学的手法」は因子分析や回帰分析といった統

計学的手法に基づいて仮説を検証しようとする論考である。 

出所：藤井（2017）p.30 

 

さて現代において，科学は技術と融合し，「科学技術」

として社会にむけて開かれざるを得ない状況が生み出

されている。「アカデミズム科学」から「産業化科学」

への転換が進む中で，従来価値中立的であると捉えら

れてきた科学は，政治や経済などの多岐にわたる領域

と交わりながら，事実と価値とが密接不可分となって

問題領域を拡大している（野家，2015，p.245）。こうし

た問題は「トランス・サイエンス」問題として，Weinberg

（1972）によって定式化された。 

翻って，自然科学をはじめとした領域において生み

出された成果は，財やサービスへの転化を通じて，社

会に直接的な価値をもたらす可能性があるが（その表

裏に深刻な被害をもたらす可能性も内包している），経

営学は直接に財やサービスを生み出す類のものではな

い。しかし，実践性を強く要請される一方で，科学た

りえようとして来た経営学は，人間の非合理的な側面

やエラーも丸ごと認めながら，人々の協働体系として

の組織運営の原理を「科学的」に追求してきた。すな

わち経営学は，事実と価値，科学と実社会とを結ぶ紐

帯としての輝きを放ちながら，トランス・サイエンス

の学としての可能性を有しているのである。 

キャリアイベント実践を振り返って 

ここまで述べてきたように，経営学は実践性を強く

要請される学問領域であることから，教育の側面から

みれば，座学の授業によって理論を記憶させていくよ

うな「知識習得型学習」ではなく，実践的な体験を通

じた学習が有用とされ，現実に欧米のビジネススクー

ルなどでは，ケーススタディによる，双方向の授業が

積極的に取り入れられている。わが国において，アク

ティヴ・ラーニング（Active Learning）やPBL（Problem 

Based Learning/ Project Based Learning）などの「課題解

決型学習」が大学教育の現場にも導入されるようにな

って久しいが，こうした学習は，科学と実社会とを結

ぶ紐帯たる経営学と親和性があるように思われる。し

かしながら学部教育段階においては，十分な社会経験

（就業経験）をもたない学生が，組織や労働，キャリ

アなどにかかわる問題について，リアルにイメージし

て，当事者意識をもって授業に参加することには高い

ハードルがあるのも事実である。 

さて，そもそも本研究プロジェクトは，高等教育段

階における初年次教育について，キャリア意識との関

係性の側面からアプローチするというものであり，経

営学が射程としている分野と深くかかわるテーマであ

るといえる。本研究プロジェクトが全体として目指す

具体的な方向性については，有志教員の専門性と問題

意識のすり合わせの最中にあって，現時点で確固とし

たものは定められてはいない。さしあたって今回のイ

ベントの狙いとしては，今後も継続的に取り組んでい

くことを前提として，学生のキャリア形成に与える影

響を経時的に分析して，大学での学びとの接合点を探

ることにあろう。 

ところでキャリアという点について経営学に限っ

ていえば，中心的に扱われるのは，企業組織と関係し

た形でのキャリア形成（あるいは企業内教育）であっ

て，管見の限り，社会に出る前段階の学生や大学教育

を対象に行われた研究は見当たらない。その意味で筆

者にとっては，今回のイベントを振り返るに際しては，

どの点に焦点をあてて検討すべきかについて悩むとこ

ろもあったが，本節の冒頭に述べたように，経営学の

「実践性」という点をヒントに，学生が自分たちの手

でイベントを計画・実践し，事後の振り返りから次回

に向けた改善策を検討するといった一連のマネジメン

トサイクル（P・D・C・A サイクル）をどのように体

感し，必要な知識・技能を体得していくかについて注

目した。イベントの実施から事後の振り返りまでの流

れについては，田中「研究会イベント企画における学
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生の意識の変容」に詳細が記されているため割愛し，

ここでは事前・事後で見られた学生の明らかな変化点

と課題についてのみ触れたい。 

まず，学生の明らかな変化という点では，一つのイ

ベントを学生たち自身の手で作り上げるという協働体

験を通じて，協働の学である経営学の実践的知識を体

得できたのではないかということがいえる。とりわけ

経営資源における，ヒトと情報の扱いについては，イ

ベント開始当初に比べ格段に進展が見られた。メンバ

ー全員が集まらなければ作業がスタートできないとい

う状態から，まだまだ未熟ながらも，徐々にそれぞれ

の役割分担を理解し，情報の共有を図って作業を滞ら

せることなく調整していくことができる形となってい

ったように思われる。これは通常のゼミ活動などで行

われるグループワークとは違い，リアルな社会との接

合であり，実際に現実のイベントとして行われるとい

う意味で生じる責任感のようなものも大きく影響した

と推測される。 

しかし他方で，自身のキャリアに対する意識につい

ては，はっきりとした変化は感じられなかった。やは

り十分な社会経験（就業経験）を持たない学生にとっ

ては，自身のキャリアにかかわる問題についてリアル

にイメージすることは難しかったのかもしれない。外

部講師に依頼する講演内容の事前検討において学生か

ら発せられたキーワードは，事後において理解へと変

化した様子は垣間見られたが，そこから新たな問題意

識へと高める様子は見られなかった。仮に十分な企業

経験を有する者が学習するとすれば，こうした実践的

教育でなく座学の理論的教育であっても何かしら役立

つものとして受け取る可能性はあるが，そうではない

者にとっては，自由に学ぶということはむしろ難しい

ことであり，型にはまった形の学習が効果的な場合も

あるのかもしれない。無論そうして得られた知識が，

実社会で活用可能な知恵に昇華できるかはまた別の問

題である。 

今回学生たちはイベントの事前から事後に至るま

で，そのコンセプト作りにおいてもっとも苦労してい

た様子であった。このことは，大学生としての自律的

学修者へのステップアップの難しさを象徴している。

動き出した事業について組織化してマネジメントサイ

クルを回していくことは，実践を通して学ぶことがで

きるのかもしれないが，そもそも自ら何かを立ち上げ

るにはどうしたらよいのか。1を10あるいは100，1000

…にすることと，0 を 1 にすることとの間には大きな

深い隔たりがある。筆者は，これを解くカギは，本稿

冒頭に記した教育サービスの投資性と消費性のなかに

隠されているのではないかと考える。投資ではなく消

費，学ぶこと自体を楽しむこと，遊び心をもって課題

に取り組むことである。我々教員の側からみれば，学

問の面白さ，奥深さを伝えていくことの重要性である。

いわばアクティヴ・ラーニング（Active Learning）なら

ぬ，アクティヴ・ティーチング（Active Teaching）が求

められている。 

おわりに 

現在の大学教育を経営・経済学的な視角から捉え直

したうえで，当該研究プロジェクトの最初の試みであ

る学生主体のキャリアイベント実践を振り返ってみた。

学問領域を横断した新たな研究プロジェクトの始動に

向けた胸の高まりから，やや個人的な関心について述

べすぎたようである。もっとも，大学経営を取り巻く

経営環境は厳しさを増しており，今回のプロジェクト

で生じた課題もさることながら，その根源ともかかわ

る大学の存在意義に向けた本質的な問いは，筆者自身，

大学人として生涯自問自答を繰り返し続ける必要性を

実感している。その際，「…成立当初の大学には，今日

の大学のような教室や図書館や食堂などの施設は何も

なく，あるのは学生と教師の共に学びたいという情熱

だけであった」（野家，2015，pp.96-97）という原点と

しての大学の姿は，常に頭の片隅に留めておきたいも

のである。 
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